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特集報文：先進技術を活用したメンテナンスへ 

現行のロボット技術等による橋梁点検を支援するための
インフラ構造の検討 

林 利行・大石龍太郎・吉田好孝・安井成豊
 

1．はじめに1 

 国民の安全・安心な生活を確保するためには、

老朽化するインフラの確実なメンテナンスが必要

である。一方、将来に向け、少子高齢化などによ

る建設産業における労働力不足や技術者不足等の

懸念が有り、これらを解決するため、ロボット技

術のインフラメンテナンスへの活用が望まれる。 

そこで、  (国研)土木研究所では、(一財)橋梁調

査会、(一社)日本建設機械施工協会と共同で、ロ

ボット技術の開発・普及レベルを踏まえ、従来の

管理基準や手法を前提に、ロボット技術による

「橋梁メンテナンスの支援・効率化」の早期実現

を図るための研究に取り組んでいる。 

本報においては、橋梁点検において活用が見込

まれるロボット技術に関する調査と、それらロ

ボット技術の橋梁メンテナンスへの導入を支援す

るため、現行のロボット技術では点検することが

困難な箇所を解消するための橋梁構造の対策につ

いて検討した結果について報告する。 

2．ロボット技術の調査・整理 

2.1 ロボット技術の基本要件等調査・整理 

ロボット技術ごとに移動・検査のための主要な

技術（要素技術）や手法等が異なり、インフラに

おける点検可能な部位・項目が異なる。そこで、

本研究では、国が管理する橋梁の定期点検を対象

に、活用実績のある、または、活用が見込まれる

ロボット技術について、土木研究所が委員として

──────────────────────── 
Research on Bridge Structures that Takes Inspection 
Using Current Robotic Technologies into Consideration 

参加する「次世代社会インフラ用ロボット現場検

証委員会 橋梁維持管理部会：次世代社会インフ

ラ用ロボット開発・導入の推進 橋梁維持管理技

術の現場検証・評価」（以下「橋梁現場検証」と

いう。）において評価されたロボット技術を対象

に調査・整理を行った。 

 国が管理する橋梁定期点検においては  「損傷

状況を把握するための近接目視等の実施」、「対策

区分の判定」、「健全性の診断」を行う。そして記

録を残すにあたっては、対策区分の判定や健全性

の診断結果を残すことに加えて、近接目視にて得

た情報を損傷図、並びに、要素と呼ばれる単位で

写真や観察された損傷の種類、また、その程度を

客観指標にしたがって分類した結果（「損傷程度

の評価」と呼ばれる）を残す。 

 これに対し、ロボット技術を活用し、これらを

支援するための一連のプロセスについて整理する

と、(a)「移動」（飛行など）(b)「外観情報の取得」

（写真撮影など） (c)「記録作成」（損傷判定ソフ

トウエアなどによる損傷解析など）である。  (a)、

(b)、(c)に活用される技術を整理したところ、(a)

移動については、4つの形式（飛行型、車両型、

ポール型、懸架型）に分類される。また、 (b)

「外観情報の取得」については、カメラにより画

像（動画・静止画）を取得する形式であった

（21技術中20技術）。代表例を以下に示す（表-1）。 

 

表-1 橋梁現場検証に参加したロボット技術例  
(a)移動 (b)外観情報の取得 (c)記録作成

飛行型A 最大画素数(静止画)：4,240万画素（SONYα7RⅡ）
オルソ作成（自社開発）
画像からひびわれ幅と⻑さを解析（自社開発）

車両型B 最大画素数(静止画)：2,000万画素（SONY FDR-AX100）
最大画素数(動画)：1,420万画素（SONY FDR-AX100）

オルソ画像合成（Kuraves-Th）
抽出（Kuraves-Th）、作図（V-nas）
クラックスケール（Φ150mm）を装備、幅0.1mm〜1.0ｍｍのクラックをモニター計測

ポール型C 最大画素数(静止画)：92万画素（自社開発）
最大画素数(動画)：92万画素（自社開発）

画面上にクラックスケールを表示し計測を行う。
20m先の0.2mm幅のひびわれを視認識可能（自社開発）

懸架型D

最大画素数(静止画)：1,630万画素×2（ステレオ撮影）（Fujifilm
X-T1）
最大画素数(動画)：207万画素 30frame/sec（フルHD）
（Fujifilm X-T1）

ステレオカメラによる正対化補正＋合成（自社開発）
ひびわれ解析：画像からひびわれ幅と⻑さを自動解析（自社開発）
損傷計測：ステレオカメラによる３D測距（自社開発）
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2.2 ロボット技術の橋梁定期点検への適用条件等

の調査・整理 

定期点検において、橋梁の外観の情報は、ひび

われ図や写真とともに、要素毎、損傷種類毎に評

価する。これらの記録は橋梁の状態を示す最も基

礎的なデータとして蓄積され、維持・補修などの

計画の検討などに利用される。そのため、対策区

分の判定や健全性の診断とは異なり、損傷程度の

評価は定められた客観的判断基準にしたがって主

観を交えずに行うことが求められている。 

 本研究では、「橋梁定期点検要領」（平成26年6

月 国土交通省 道路局 国道・防災課）付録-1

「損傷評価基準」に従って「損傷程度の評価」を

行うことや同付録 -3の記載要領に従い「損傷図」

「損傷写真」の作成・整理を行うことを支援する

ために活用が期待されているロボット等新技術を

対象に、橋梁定期点検への適用可否を整理した

（橋梁現場検証）。 (a)「移動」は、必要な情報を

取得できる位置に接近する性能として、移動可能

な広さ、動きの安定性、操作性、効率などを「足

場を必要とする部位を足場なしで点検可能（アク

セス性）」、「強風、太陽光、照明などの影響を受

け難い」、「他の多くの現場において効果を発揮で

きる」等の評価項目に基づき評価した。その結果、

これらロボット技術では、概ね実現されているレ

ベルにあることが確認された。 

次に、 (b)「外観情報の取得」は、鮮明な画像

の取得や損傷を見分けるデータを採取する性能で

あり、応募技術により品質に差がみられたが、幾

つかの技術については点検情報の取得に実用的な

レベルであることが確認された（表-2）。 

なお、表中の検証項目①~⑩については以下の

通り（次世代社会インフラ用ロボット現場検証委

員会 橋梁維持管理部会：次世代社会インフラ用

ロボット開発・導入の推進 橋梁維持管理技術の

現場検証・評価の結果、2016）。 

①点検調書作成支援：損傷図（調書その5） 

②点検調書作成支援：損傷写真（調書その6） 

③足場を必要とする部位を足場なしで点検可能

（アクセス性） 

④現場での点検作業結果の記録、整理作業、調書

作成の費用や手間を削減できる 

⑤現場での安全確保  

⑥強風、太陽光、照明などの影響を受け難い 

⑦損傷状況の把握、評価がより効率的あるいは正

確になる 

⑧現場への搬入、設置及び撤去が容易なこと 

⑨他の多くの現場において効果を発揮できる（汎

用性） 

⑩性能保証範囲が明確であり、かつそれを客観的

に示すことが可能 

これらロボット技術を橋梁点検に活用するため、

「外観情報の取得」に対する障害を排除した橋梁

構造について本研究において検証した。以下で報

告する。 

3．ロボット技術による橋梁点検 

3.1 橋梁における点検困難箇所 

 橋梁の管理者（調査対象：国土交通省、内閣府

沖縄総合事務局、地方公共団体（4都県）、本州

四国連絡高速道路株式会社）や点検員を対象に、

点検を行うことが困難な箇所（以下「点検困難箇

所」という。）についてアンケート調査を行った。

調査結果から、代表的な事例として116件を抽

出・分析・整理したところ、点検困難箇所として、

「支障物により近接目視が困難」（35件）、「上部

工形式の特性により点検箇所への近接が困難」

（23件）、「点検箇所の空間が狭い」（19件）など

が挙げられた（図-1）。 

 以下では、これら点検困難箇所のうち、点検

員・ロボット技術共通の課題である「支障物によ

り近接目視が困難」を解決するための検討を行っ

図-1 橋梁における点検困難箇所  

表-2 ロボット技術の橋梁現場検証結果例  

飛行型A △ ○ ○ ○ △ ○ ○ ◎ ○ ○

車両型B ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

ポール型C ○ ◎ ◎ × ◎ ○ ○ ◎ ○ ○

懸架型D ー ー ◎ ー △ ○ ー △ △ ○

判定凡例 ◎：良好、 ○：可、 △：課題が残る、 ×：不可

⑧ ⑨ ⑩② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦①
ロボット技術

名称
検証項目（※）
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た結果について報告する。 

3.2 添架物設置方法 

3.2.1 添架物設置における課題 

道路には、水道、ガス、通信など社会の基盤と

なる様々な設備が占用されている。これら占用物

件は道路橋においても添架されており（以下「添

架物」という。）、桁間に設置することで、点検時

に以下のような障害が見られる。 

(1)添架物と主桁の間隔が狭く、高所作業車など

のバケットを桁間に入れることができない (※ )

（図-2） 

※添架物の支持部材の間隔が狭い場合は、添架

物と主桁の間隔が広くても高所作業車などの

バケットを桁間に入れることができない 

(2)添架物を桁間全面に設置し桁間が全く見えな

くなる等死角が発生する（図-3） 

添架物の設置に関しては、東北地方整備局が作

成した「道路橋計画設計資料」（平成17年5月） 

（以下「東北地整設計資料」という。）や一部の地

方公共団体が作成した手引きなどがある。東北地

整設計資料においては、 (2)のような課題への対

応策として、添架物の配置や参考例が規定されて

いるが、 (1)のような課題には必ずしも対応して

いない。 

3.2.2 ロボット技術による点検を可能にする添架物

設置方法の検討 

(1) 高所作業車 

ロボット技術を活用し点検を行うために必要な

空間を確保するために必要な添架物設置方法につ

いて検討した。 

添架物と主桁の間に高所作業車などのバケット

を入れることが可能であることに加え、点検上、

死角が発生しないよう、点検員が活動するための

空間を確保する必要がある。例えば、検査路を設

ける場合の横桁貫通孔寸法を参考とした場合、点

検員の上半身を入れることができる幅として、

500mm程度確保することが必要である。この場

合、画像撮影を行なう場合は、添架物と主桁の間

から撮影装置を桁間に送り込むことを想定する。 

なお、このような状況で点検作業を行う場合、

添架物や主桁と高所作業車などのバケットに人間

が挟まれる危険性があるため、十分に注意を払う

必要が有る。 

(2)飛行型点検装置を活用した橋梁点検 

飛行型ロボットが桁下にアクセスする場合、

風速や構造形状による影響を受けるが、橋梁現

場検証では、概ね橋梁本体より1～3m程度の距

離を保つことが可能であった。そのため、桁下

2mから飛行型点検装置などを用いて床版の撮影

を行なう場合を想定し、撮影範囲のシミュレー

ションを行った。 

カメラ装置：35mm換算、焦点距離25mmレンズ 

撮影位置：主桁と添架物の間隔中央。 

撮影距離：主桁下フランジから2.0m 

橋梁構造（鈑桁）：主桁間隔2.60m、 

添架物：直径100mmの管10本からなり、全体で

200mm（幅）×500mm（高さ） 

撮影困難範囲はないが、添架物直上付近におい

て十分な画像ラップを確保できない結果となった

（図-4）。画像ラップ不足は、後の調書作成時の作

業性の低下を招く。 

そこで、添架物の設置位置を主桁下部まで下げ

たシミュレーションを行なったところ、ラップ範

囲が拡大することがわかった（図-5）。 

ロボット技術による点検を行う場合、桁下から

飛行型ロボット技術を用いて画像撮影を行なうこ

とを考慮すると、添架物の設置位置を極力下げる

ことが望ましい。 

3.3 構造検討（横構・対傾構） 

図-2 添架物と主桁の間隔が狭い 図-3 添架物を桁間全面に配置 図-4 添架物を上方に配置  図-5 添架物を下方に配置 
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横構や対傾構は風や地震など橋梁に作用する水

平荷重に抵抗し、それらの水平荷重を各主桁に伝

達するとともに、橋梁の立体的な形状を保つ役割

を有している。加えて、対傾構は鉛直荷重に対し、

荷重を配分する効果がある。一方、下横構は、橋

梁点検用車による桁下から桁間や床版へのアプ

ローチ、対傾構は、桁間を縦断方向への移動時の

支障となる。 

そこで、構造に影響を与えない範囲で下横構や

対傾構の本数や間隔の見直しを検討した。具体的

には、横構がなく、対傾構の間隔を広げた数種の

解析モデルを作成し、死荷重、活荷重、風荷重及

び地震の影響について単独載荷または組合せ載荷

を行い、各部の応力や変形を調査した。 

なお、横構を設けない構造や対傾構の間隔を広

げた構造が床版など他の部材に及ぼす影響などに

ついて十分に検討が必要である。 

対傾構間隔は変えず、下横構を設けない構造に

ついて、地震荷重時に許容応力度以上の応力集中

が発生していた端対傾構の上弦材フランジ（図-6）

の板厚を13mmから21mmに増厚することで、発

生応力が許容応力度以下に収まることをFEM解

析によって確認した。 

また、中間対傾構のない構造について、FEM

解析では鉛直荷重に対し数％程度の増加傾向が見

られたが、荷重の組み合わせを考慮しても許容応

力度を超過するレベルには至らないと判断される。 

 

L1レベルの設計荷重に対しては、下横構のな

い構造としても補強範囲が比較的小さいことから、

実現性は高いと思われる。 

4．まとめ 

 本報では、橋梁点検に活用が見込まれる現行の

ロボット技術を対象に、橋梁点検における「点検

困難箇所」のうち、特に管理者等から課題として

挙げられた「支障物により近接目視が困難」を解

決するために「添架物の設置方法」、橋梁構造の

うち「横構・対傾構」の本数や間隔の見直しにつ

いて検討した結果について報告した。 

 本研究では、今回紹介した内容に加え、「点検

困難箇所」として、既設橋梁を対象とした、桁端

部の落橋防止構造対策などにも取り組んでいると

ころである。 

引き続き、橋梁点検におけるロボット技術の導入

を支援できるよう、ロボット技術の「移動」、「外観

情報の取得」に加え「記録作成」における課題を明

確にし、導入支援のための研究に取り組んでいく。 

おわりに 

本研究は、内閣府総合科学技術・イノベーショ

ン会議の「SIP（戦略的イノベーション創造プログ

ラム）インフラ維持管理・更新・マネジメント技

術」（管理法人：国土交通省）によるものである。 
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